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彩彩のの国国 埼埼玉玉県県

両立支援のためのガイドブック
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埼埼玉玉県県はは、、勤勤労労者者のの皆皆様様がが子子育育ててやや介介護護にに直直面面ししたた時時にに
仕仕事事をを継継続続ししてていいくくたためめのの応応援援ををししまますす。。

育児介護休業法、子ども・子育て支援法、男女雇用機会均等法などの

勤労者を支援する法律の整備が進み、介護や子育てに直面しても仕事が継続

しやすくなってきました。一方で、制度の周知が進まず、支援を受けることなく、離職を選ぶケースが

見られます。仕事との両立支援制度を上手に利用して、仕事を継続できるよう、このガイドブックを作成しました。
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埼玉県が令和2年度に行った調査（調査対象：県内の中小企業1,330事業所
及び大企業170事業所）によると、仕事と育児を両立することに対しての課題は、
中小企業では「代替要員の確保が難しい」が最も多く49.7%、次いで「人員配置や
業務分担が難しい」が36.2%となっています。

出典：令和２年度埼玉県就労実態調査報告書

平成31年4月1日から令和2年3月31日までの1年間に出産した女性及び
配偶者が出産した男性の育児休業取得率をみると、中小企業では女性は
91.4%、男性は13.2%でした。
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子子育育ててとと就就業業のの実実態態ににつついいてて

子子育育ててやや介介護護ををししななががらら働働くくこことと

出典：令和２年度埼玉県就労実態調査報告書
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仕事と介護を両立することに対しての課題は、中小企業では「代替要員の確保
が難しい」が最も多く46.2%、次いで「人員配置や業務分担が難しい」が32.5%と
なっています。

過去3年間に介護を理由に離職した労働者の有無については、中小企業で
「いる」事業所の割合は3.3%で、「わからない」は1.6%となっています。

出典：令和２年度埼玉県就労実態調査報告書
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介介護護とと就就業業のの実実態態ににつついいてて
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「仕事も子育ても両方充実させたい」といった価値観を持つ人たちが増え、

行政や企業の子育てのための支援制度も充実してきています。

仕事を続けながら、安心して子育てを続けられるよう、こうした制度をよく

理解して、効率的に利用していきましょう。

そのためには
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子子育育ててををししななががらら働働くくたためめにに

１１．． 子子どどもものの就就学学ままででのの両両立立ププラランンをを作作るる

２２．． 仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立支支援援制制度度をを知知るる

３３．． 職職場場独独自自のの子子育育てて支支援援制制度度をを確確認認すするる

４４．． 育育児児関関連連施施設設のの支支援援制制度度をを知知るる

５５．． 父父親親((イイククメメンン))もも支支援援制制度度をを利利用用すするる

６６．． 職職場場復復帰帰ププラランンをを上上司司とと作作成成すするる

７７．． 保保活活をを効効果果的的にに進進めめるる

８８．． ひひととりり親親家家庭庭へへのの両両立立支支援援をを知知るる

９９．． 仕仕事事ををししななががらら不不妊妊治治療療をを続続けけるる

働きながら子育てをしてきたママやパパからのアドバイスとして、次の

ようなことも挙げられています。

・ 家事の時間を減らすように工夫する

・ 周りの協力を積極的に求める

・ 保育所のママ友、パパ友と情報交換をする

・ 自分の健康にも気を付ける

・ 頑張りすぎない

仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立ののたためめののヒヒンントト
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介護は予測できずに突然やってくる場合が多くあります。

介護が始まっても仕事を辞めなくても済むように、事前に対応が

できるよう情報を集め、準備を行っておきましょう。
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最最もも大大切切ななここととはは、、一一人人でで抱抱ええ込込ままずず、、周周りりにに相相談談ししててみみるるここととでですす

介介護護ををししななががらら働働くくたためめにに

そのためには

１１．． 家家族族のの健健康康状状態態をを把把握握すするる

２２．． 仕仕事事とと介介護護のの両両立立支支援援制制度度をを知知るる

３３．． 介介護護保保険険制制度度をを知知るる

４４．． 介介護護ササーービビススににつついいてて知知るる

５５．． 就就労労継継続続ののたためめのの両両立立環環境境のの整整備備をを考考ええるる

６６．． 成成年年後後見見制制度度をを知知るる

働きながら介護をしてきた方からのアドバイスとして、次のようなことも

挙げられています。

・ 介護サービスを利用し、自分で頑張りすぎない

・ 日頃から家族で介護について話し合っておく

・ 介護をしながら息抜きをする時間を作る

・ 会社の上司に伝えて、協力を仰ぐ

・ 介護する本人の健康状態も考える

仕仕事事とと介介護護のの両両立立ののたためめののヒヒンントト
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妊娠してから、産前産後の休業と育児休業を経て職場へ復帰し、その後

子どもを小学校へ就学させるまでの間、働きながら子育てをするために、

利用する支援制度のプランを作ってみましょう。

主な子育てのステージは、次のような段階で考えてみましょう。
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ⅠⅠ. 子子育育ててととのの両両立立をを目目指指ししてて
子育て

１１．．子子どどもものの就就学学ままででのの両両立立ププラランンをを作作るる

１１．．産産前前 （（妊妊娠娠ししててかからら出出産産ままでで））

２２．．産産後後 （（育育児児休休業業をを取取得得ししたた後後、、子子どどももがが小小学学校校にに就就学学すするるままでで））

（（１１）） 出出産産後後育育児児休休業業をを終終了了すするるままでで

（（２２）） 職職場場復復帰帰後後、、子子どどももがが３３歳歳ににななるるままでで

（（３３）） 子子どどももがが小小学学校校にに就就学学すするるままでで

育児休業や子どもの看護休暇などを取得することは、労働者の権利

であり、使用者は、これらのことを理由として、労働者に対して、解雇

その他不利益な取扱いをしてはならないことになっています。

（男女雇用機会均等法第９条、育児休業法第１０条、第１６条）

不利益な取扱いとは、

・ 解雇・雇止め

・ 降格

・ 減給

・ 昇進・昇格の際の不利益な評価

・ 不利益な配置転換

・ 自宅待機

などを指します。

以上のステージで仕事と子育てを両立するための支援制度を知って、

自分の生活サイクルを基に仕事と子育てのプランを作ってみましょう。

不不利利益益取取りり扱扱いいのの禁禁止止

子育て
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支支援援制制度度のの詳詳細細はは、、
９９、、１１００ペペーージジをを参参照照
しし てて くくだだささいい。。

Page 7

子育て

２２－－１１．．仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立支支援援制制度度をを知知るる①①
妊妊娠娠かからら出出産産ままでで

軽易な業務への転換を請求できる（労働基準法第６５条）

産休中の社会保険料免除
（健康保険法第１５９条、厚生年金保険法８１条の２）

出産育児一時金
（健康保険法第１０１条）

出産手当金  （健康保険法第１０２条）

坑内業務・危険有害業務の就業制限（労働基準法第６４条）

時間外労働、休日労働、深夜業の免除を請求できる（労働基準法第６６条）

変形労働時間制の適用下においても１日８時間、
週４０時間の労働時間の制限を請求できる（労働基準法第６６条）

解雇の禁止（労働基準法第１９条）

産前休業６週間/多胎妊娠の場合は１４週間
（労働基準法第６５条）

妊娠判明 産前６週間 出産（予定）日

妊娠中の健康診査を受ける時間の確保が認められる
（男女雇用機会均等法第１２条）

医師等からの指導を守るための措置（通勤緩和、休憩時間の延長、作業の制限、
勤務時間の短縮等）を取ることができる（男女雇用機会均等法第１３条）

子育て
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子育て

２２－－１１．．仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立支支援援制制度度をを知知るる②②
出出産産後後かからら子子どどももがが小小学学校校にに就就学学すするるままでで

支支援援制制度度のの詳詳細細はは、、
９９、、１１００ペペーージジをを参参照照
しし てて くくだだささいい。。

※ 男 性 は 配 偶 者 の 出 産 後 取 得 可 能 。 女 性 は 産 後 休 暇 後 に 取 得 。

出産日

(３０日）

産休、育休中の社会保険料免除
（健康保険法第１５９条、厚生年金保険法８１条の２）

出産後の健康診査を受ける時間の確保が
認められる（男女雇用機会均等法第１２条）

育児時間
（労働基準法第６７条）

時間外労働、休日労働、深夜業の免除を
請求できる（労働基準法第６６条）

　出産手当金
　（健康保険法第１０２条等）

育児休業給付金　（雇用保険法第６１条の４）

→育児休業を取得した時に、支給が受けられる

所定外労働時間の制限　（育児・介護休業法第１６条の８）　／子が３歳になるまで

所定外労働時間の短縮措置　（育児・介護休業法第２３条）　／子が３歳になるまで

育児休業が延長された
場合は、給付も延長される

（育児休業が延長された場合）

子ども１歳 子ども２歳

解雇の禁止／産後休業後３０日
含む（労働基準法第１９条）

 変形労働時間制の適用下においても１日８時間、週４０
時間の労働時間の制限を請求できる
（労働基準法第６６条）

保育所等に入れない場合等
は、子が１歳６か月、さらに２

歳になるまで延長できる

子が小学校入学

時間外労働・深夜業の制限　（育児・介護休業法第１７条、第１９条）　／子が小学校に入学するまで

産後８週間 子ども３歳

育児休業（育児・介護休業法第５条～第９条）　※

産後休業８週間
（労働基準法第６５条）

　医師等からの指導を守るための措置（通勤緩和、休憩
時間の延長、作業の制限、勤務時間の短縮等）を取る
ことができる（男女雇用機会均等法第１３条）

坑内業務・危険有害業務の就業制限
（労働基準法第６４条）

子の看護休暇　（育児・介護休業法第１６条２、３）

子育て
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子育て

２２－－２２．．両両立立支支援援制制度度のの詳詳細細のの一一覧覧①①

※ 労使協定を結ぶことで、対象外とすることができる労働者があります。

制制  度度  内内  容容

妊婦の健康診査
を受診するため

   保健指導又は健康診査を定期的受診するために必要な時間を確保できるように請求する
 ことができます。

医師等からの
指導事項を守るため

    医師等からの指導事項を守るため、通勤の緩和、休憩時間の延長、作業の制限、勤務
 時間の短縮等の必要な措置を受けることができます。

 現在の業務を、他の軽易な業務に転換することを請求することができます。

   変形労働時間制の適用制限や時間外・休日労働、深夜業の免除を請求することができ
 ます。

    女性労働者は、出産予定日の６週間前（双子以上の場合は１４週間前）から休業を請求
 することができます。

※ 健康保険上出産日は産後休業に含まれ、労働基準法上は出産予定日を産前休業
として計算します。

    女性労働者は、出産日の翌日から８週間は産後休業（最初の６週間は必ず休業すること）
 を取ることができます。

 男女労働者は、子どもが１歳に達するまでの希望する期間について育児休業を取得すること
ができます。父母ともに取得する場合は、１歳２か月に達するまで父母それぞれ１年間取得す
ることができます。
 また、子どもが１歳を超えても保育所に入れない等の一定の場合は、子どもが１歳６か月に 
 達するまで休業を取得することができます。
　  なお、子どもが１歳６か月以後も保育所に入れない等の場合は、最長２歳まで休業を取得 
 することができます。 ※

産婦の健康診査
を受診するため

　　復職後も産後１年までは、保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保できる
 ように請求することができます。

医師等からの
指導事項を守るため

    医師等からの指導事項を守るため、通勤の緩和、休憩時間の延長、作業の制限、勤務
 時間の短縮等の必要な措置を受けることができます。

   女性労働者は、時間外・休日労働、深夜業の免除や変形労働時間制の適用制限を請求
 することができます。

 女性労働者は、育児時間（１日２回、それぞれ少なくとも３０分）を請求することができます。

復職～子どもが
３歳前日まで

 男女労働者は、原則１日６時間の短時間勤務制度を利用できます。
 また、請求すれば所定時間外労働（会社の残業）が免除されます。※

   男女労働者は、１か月２４時間、１年１５０時間を超える時間外労働(法定時間外労働）を
 しないことを請求することができます。※

 男女労働者は、深夜労働（午後１０時～午前５時）の免除を請求することができます。※

 男女労働者は、子どもの看護のための休暇（子どもが病気やけがをした時の世話等を 
 行うための休暇）を、対象となる子どもが１人なら年５日、２人以上なら年１０日まで取得する 
ことができます。１日、半日又は時間単位で取得できます。　※

時時　　期期

復職後

育児休業

復職～子どもが
１歳前日まで

復職～子どもが
小学校入学前まで

妊娠期間

勤務の負担を
軽減するため

産前休業

出産日（予定日）

産後休業

子育て
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子育て

２２－－２２．．両両立立支支援援制制度度のの詳詳細細のの一一覧覧②②

３３歳歳かからら５５歳歳ままででの幼稚園、保育所、認定こども園等（ただし、子育て支援新制度
の対象施設）を利用する全ての子どもの利用料は無無償償です。 なお、０歳から２歳までの

子どもについても、住民税非課税世帯は無償利用ができます。

また、認可外の保育施設、新制度に移行していない幼稚園等を利用する場合

も、決められた上限内で無償利用ができます。ただし、認可外の保育施設を利用する

場合は、お住いの市町村から「保育の必要性の認定」を受ける必要があります。

その他、後述する「ファミリー・サポートセンター事業」も、「保育の必要性の認定」を

受けた保護者のみ無償で利用できます。

幼幼児児教教育育・・保保育育のの無無償償化化

制制　　度度 概概　　要要 問問合合わわせせ先先

出産育児一時金

   健康保険の被保険者が出産した時に、１児につき４２万円
　（産科医療補償制度加算対象出産でない場合は, ４０万４千円）
 が支給されます。
　　 また、被扶養者が出産した時には、家族出産育児一時金が
　支給されます。妊娠４か月以上を対象として、流産や死産にも
　支給されます。

協会けんぽ
健康保険組合

市区町村

出産手当金
    健康保険の被保険者が、産前産後の休業中に、会社から
 給与の一部もしくは全部が支給されない場合、出産前の賃金の
 ３分の２相当額ないしはその差額が健康保険から支給されます。

協会けんぽ
健康保険組合

育児休業給付金

    雇用保険の被保険者が、１歳未満の子どもを養育するために
 育児休業を取得した等一定の条件を満たした場合、雇用保険
 から休業開始前の賃金の６７％が支給されます。 (パパママ
 育休プラスや保育所に入所できない等の場合は、延長された
　休業期間まで支給されます。）
　  なお、育児休業開始から１８０日経過後は５０％の支給に
　なります。

ハローワーク

社会保険料
の免除

 　 産前産後の休業中、育児休業中は、会社から年金事務所、
　協会けんぽ又は健康保険組合に申し出ることにより、健康保険
　と厚生年金保険の保険料が、本人負担分と会社負担分ともに
　免除されます。

 なお、この間、健康保険の給付は通常通り受けられます。
　　 また、免除された期間の年金分も支払ったものとみなされ、
　将来受取る年金額に反映されます。

年金事務所
協会けんぽ

健康保険組合

子ども（乳幼児）
医療助成及び

未熟児養育医療

　　１５歳年度末または１８歳年度末までの子どもが、医療機関に
　入院・通院した際に支払う医療費のうち、医療保険の一部負担
　金が助成されます。

 また、身体の発育が未熟なままで生まれ、入院を必要とする
  乳児に対して、その治療に必要な医療費が公費で負担され
 ます。

市区町村

子育て
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職場によっては、労働者の子育ての支援について、法令に定めるもの
以外に独自の支援制度を設けている場合があります。
就業規則をよく見て確認してみましょう。
また、会社の人事労務の担当者にも確認

してみましょう。

このほかに、健康保険組合に加入している場合は、その健康保険組合
（公務員等共済組合加入員は共済組合）が独自で任意の付加給付を実施して
いる場合があります。それぞれの健康保険組合、共済組合又は人事労務担当
者に確認してみましょう。
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子育て

３３．．職職場場独独自自のの子子育育てて支支援援制制度度をを確確認認すするる

【企業が独自に導入している主な支援制度】

・ 育児のための未消化有給休暇積立て ・ 時間単位、半日単位の有給休暇

・ 時間短縮勤務（法定を超えるもの） ・ フレックスタイム勤務

・ 在宅勤務 ・ テレワークやサテライト勤務 ・ 出産祝い金

・ 父親のための出産休暇 ・ 社内保育施設

仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業には、国から両両立立支支援援等等

助助成成金金が支給されます。

男性社員が育児休業を取りやすい職場環境を作り、実際に育児休業を取得した

実績がある場合に支給される「「出出生生時時両両立立支支援援ココーースス」」、育休復帰支援プランを

策定し、社員が育児休業を取得後職場復帰した場合に支給される「「育育児児休休業業等等

支支援援ココーースス」」、妊娠・出産・育児等を理由とした退職者について、退職前の勤務

実績等を評価し、処遇の決定に反映させることを明記した再雇用制度を導入し、

かつ希望する者を採用した場合に支給される「「再再雇雇用用者者評評価価処処遇遇ココーースス」」など

があります。

仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立支支援援にに取取りり組組むむ企企業業へへ支支給給さされれるる助助成成金金

子育て



Page 11 Page 12

Page 12

子ども・子育て支援法に基づき、
次のような支援事業が各施設で行われています。

子育て

４４．．育育児児関関連連施施設設のの支支援援制制度度をを知知るる

ハローワークに設置されており、仕事と子育ての両立を希望している方へ

個々のニーズをふまえた職業紹介や情報提供を行っています。大宮・浦和・所沢

のハローワークには、子ども連れでも安心して利用できるよう、授乳室や子どもを

見守るスタッフが常駐したキッズスペースがあります。

（問合せは末尾の子育ての相談窓口のページ参照）

○○子子育育てて短短期期支支援援事事業業

保護者の入院や通院、出張や冠婚葬祭などにより、一時的に家庭で子どもを

養育できなくなった場合等に、児童養護施設等で一時的に子どもを預かる事業です。
子どもを、１週間程度預かる「短期入所生活援助（ショートステイ）事業」と、平日の

夜間又は休日に預かる「夜間養護等（トワイライトステイ）事業」があります。

各市町村の子育て支援関連課所へ問い合わせてみてください。

※埼玉県内で子育て短期支援事業を実施している市町村は、２７市町です。（令和２年４月１日現在）

○○フファァミミリリーー・・ササポポーートトセセンンタターー事事業業

ファミリー・サポート・センターとは、育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の
応援をしたい人（援助会員）が、お互い会員となって一時的に子どもを預かる会員組織で

す。 （問合せは末尾の子育ての相談窓口のページ参照）

○○地地域域子子育育てて支支援援拠拠点点

「子育て支援センター」や「つどいの広場」などの愛称で呼ばれており、主に０才から

２才の子どもとその保護者が気軽に利用できる交流スペースです。市町村やその助成を

受けた社会福祉法人・NPO法人などが運営しています。子育て経験者などのスタッフが

常駐しており、親子が安全に遊べるよう手助けしたり、子育てに関する悩み相談を

受けています。埼玉県内には、現在５７０か所以上の子育て支援施設があります。

（問合せは末尾の子育ての相談窓口のページ参照）

このほか、子ども・子育て支援法に基づき、一一時時預預かかりり、延延長長保保育育、病病児児
保保育育、放放課課後後児児童童ククララブブの拡充と質の向上が図られています。

ママザザーーズズ・・ハハロローーワワーークク及及びびママザザーーズズ・・ココーーナナーーのの設設置置

子育て
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埼玉県では、育児初心者の父親向けの育児（０歳～３歳）のヒント集

「イクメンの素（もと）」を作成しています。

育児に不慣れな父親にも分かりやすい育児のヒントを

提案しています。県少子政策課で配布しているほか、

県ホームページからダウンロードもできます。

http://www.pref.saitama.lg.jp/a0607/ikumen/

育児休業は、男女を問わず取ることができ、妻が専業主婦や産前産後の

休業や育児休業を取っていても、父親である男男性性もも取取るるここととががででききまますす。

　夫婦が共に育児休業を取る場合、取得可能期間が子子供供がが１１歳歳２２かか月月にに

ななるるままででのの期間に延長され、この間にそれぞれ１１年年間間取ることができます。

また、妻の出産後８週間以内に育児休業を取った場合、期間内に再度取

ることができます（（パパパパ休休暇暇））。

このほか、子の看護休暇、勤務時間の短縮措置、時間外労働・休日労働や

深夜業の免除など女性と同等に請求できることを知っておきましょう。
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子育て

５５．．父父親親（（イイククメメンン））もも支支援援制制度度をを利利用用すするる

公的支援制度は、母親の女性労働者だけではなく、

父親の男性労働者もその支援の対象にしています。

制度をよく知って、積極的に活用しましょう。

職職場場独独自自のの父父親親へへのの子子育育てて支支援援制制度度ががああるるかか確確認認ししてておおききままししょょうう

子育て
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妊娠から子どもの就学までの両立プランに加えて、育児休業から

職場へ復帰するに当たり、「「職職場場復復帰帰ププラランン」」を上司と人事労務

担当者を交えて作成してみましょう。

職場の状況やあなたの仕事の現状を考慮して、

・ 復帰前と復帰後の仕事の引き継ぎや担当業務の内容

・ 復帰後の勤務体制（時間短縮、育児時間、残業や深夜業の免除など）

・ 社会保険からの給付の申請（出産手当金や育児休業給付金など）

・ 保育所と職場との通勤経路や利用方法

などを事前に良く打ち合わせして確認しておきましょう。

特に上司にあなたの個人的な状況を良く把握してもらうことは、復帰後の

トラブルを避けるために大変重要です。

厚生労働省では、右のような

職場復帰プランの様式をモデルと

して紹介しています。

事前に上司を交えて作成しておく

と役立ちます。
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子育て

６６．．職職場場復復帰帰ププラランンをを上上司司とと作作成成すするる

○厚生労働省

仕事と育児のカムバック支援サイト

育児休業からの復帰や再就職に向けた

悩みや疑問をWeb上で相談したり、調べたり

することができます。

http://comeback-shien.mhlw.go.jp/

育休復帰支援プラン

出産予定日

産前休業開始日

育児休業取得期間

出産日

産前休業開始日

育児休業開始日

対象従業員に
説明した日

　年　 月　 日

初回面談日 　年　 月　 日

職場の状況

対象従業員の
状況

取組期間

対象従業員　氏名

予 定

計画策定日：　 　年　　月　　日

 育休取得・
 職場復帰
 に関する
 確認事項

法律で定められた措置・制度の
周知状況

対象従業員の希望の確認

代替要員の確保が難しい・シフト制（土日勤務・夜勤
あり）である・所定外労働が多い・体力を要する仕事
が中心である・作業手順等の変更が多い・その他
（　　                                                              　　）

女性従業員・男性従業員・役職者・有期契約労働者・
専門性の高い職種・その他（     　　　　　　　 　　　　　）

実 績

取組計画 取組状況
確認日取組内容

子育て
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子どもが１歳に達するまでに、市区町村に保育所の入所の希望を出していた

ものの、入所がかなわなかった場合は、育児休業の延長ができます。（育児介護休業

法第５条３項、４項）

１．子どもが１歳６か月に達するまで延長できる

２．子どもが１歳６か月に達するまでに、同様に保育所への入所がかなわ

なかった場合は、 さらに子どもが２歳に達するまで延長できる

※子どもが１歳に達するのは誕生日の当日ではなく、前日です。
例えば、４月１日生まれの子どもは翌年の３月３１日午後１２時となります。

子どもを保育所に預けられるかどうかは、出産後の仕事との両立に

大きな影響を与えます。このため、自分に合った保育所（特に認可保育所）

への入所を確実にするための活動（保活）を効果的に進めることが大切に

なります。

１．子どもを何歳から預け始めるかを考え、保保活活ののススケケジジュューールルを作る
０歳４月から保育所を利用したい場合、妊娠中に保活の必要が生じることも

あります。

２．利用できる保保育育施施設設のの種種類類とと概概要要、、 認認定定区区分分を把握する
市区町村の保育施設を担当する窓口やホームページで最新の情報を集めましょう。
自分の生活や仕事に合った送迎や保育時間を調べ、見学に行ってみましょう。

３．入所を希望する保育所がある自自治治体体のの選選考考基基準準とと手手続続を調べて
申し込む
保育所へ入るための選考基準は、各家庭がどれほど保育を必要としているかを

ポイント化し、ポイントが高い順に入所が決まります。このポイントの基準は、
各自治体で多少の違いがあります。

保育が必要な事由が就労の場合は、夫婦ともに勤務証明書が必要です。
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子育て

７７．．保保活活をを効効果果的的にに進進めめるる

育育児児休休業業のの延延長長

子育て
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ひとり親家庭の母親・父親が仕事と子育ての両立を図るために、

就業を支援する給付事業や貸付事業が行われています。

「市」にお住まいの場合は、市の福祉関係窓口へ、「町村」に

お住まいの場合は、最寄りの県福祉事務所へ、お問い合わせ

ください。

主な就業支援に関する給付制度は、
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また、ひとり親家庭への貸付制度があり、経済的自立や、扶養している

子どもの福祉増進のために必要な資金を借りることが出来ます。

その他にひとり親家庭の様々な相談について、所管の母子・父子福祉

センター（県福祉事務所内）では専門のスタッフが相談に応じます。

（問い合わせは末尾の子育ての相談窓口のページ参照）

さいたま市・川口市・川越市・越谷市でも専門のスタッフが相談に応じて

います。

○○自自立立支支援援教教育育訓訓練練給給付付金金

○○高高等等職職業業訓訓練練促促進進給給付付金金等等事事業業

ひとり親家庭等の母親又は父親が、就業に結び付く資格を取得するに当たり、

給付金が支給されます。

ひとり親家庭等の母親又は父親が専門的な資格を取得するため養成機関で

修業する場合、受講期間のうち一定期間について高等職業訓練促進給付金が、
修了後に高等職業訓練修了支援給付金が支給されます。

子育て

８８．．ひひととりり親親家家庭庭へへのの両両立立支支援援をを知知るる

福祉事務所や市区町村に配置された自立支援プログラム策定員が、

児童扶養手当受給者に対し、個別に面接を実施し、本人の生活状況、

就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、個々の

ケースに応じた自立支援プログラムを策定し、自立促進を図るプログラム

策定事業を実施しています。

母母子子・・父父子子自自立立支支援援ププロロググララムム

子育て
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不妊治療にかかる時間は長期にわたることも多く、仕事を続けながら

治療を続けることは大変な労力を伴うことがあります。

また、治療にかかる費用も高額となることも多く、仕事を辞めると経済的

負担が増し、家計の重荷となります。

仕事と不妊治療を両立させるためには、職場の理解を求めていくことが

大切なステップとなります。
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子育て

９９．．仕仕事事ををししななががらら不不妊妊治治療療をを続続けけるる

１回の不妊治療に掛る時間は短時間なことが多いので、

・ 時時間間単単位位のの有有給給休休暇暇の取得導入を相談してみる

・ フフレレッッククススタタイイムム制制度度や時時差差出出勤勤制制度度の適応を相談してみる

・ テテレレワワーークク制制度度の利用で離れた場所からの仕事が可能か

相談してみる

治療のために休みが必要な場合は、

・ 未未消消化化有有給給休休暇暇のの積積立立てて消消化化制制度度の導入を相談してみる

・ 不不妊妊治治療療休休暇暇制制度度の導入を相談してみる

・ 休職制度を利用して職職場場復復帰帰ププラランンを作成してみる

埼玉県では、不妊治療を受けた方に費用の一部を助成しています。
詳しいことは、お近くの保健所、又は県庁健康長寿課 （電話 048-830-3561）まで。

また、勤労者向け融資制度により融資も行います。
詳しいことは、県庁金融課 （電話 048-830-3806） まで。

不妊治療に関する相談は、埼玉県不妊専門相談センターにおいて受け付けて
います。
埼玉医科大学総合医療センター内
・ 予約方法：電話にて予約 049-228-3674
・ 面談日時：火・金曜日 16時00分～17時30分

特特定定不不妊妊治治療療へへのの助助成成

子育て
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介護の予測は難しいものです。

家族の介護が身近に起こっても困らないようにしておきましょう。

・ 家族、特に親の健康状態を把握し、介護状態にならないように予防
をする。

・ かかりつけの医療機関を確認し、必要に応じて主治医と相談をする。

・ 服薬の内容を把握しておく。

・ 家族が万一要介護になった場合、誰が介護をするのかを話し合って
おく。その際の費用のねん出や時間の提供等を話し合っておく。

・ 遠方の親の介護では、Ｕターン介護や呼寄せ介護を考慮する。
また、遠隔地での介護（遠距離介護）を必要とする際には、その地域
の介護の状況を調べておき、包括センターの職員（ケアマネジャー・
保健師・社会福祉士等）や民生委員とも相談してみる。

高齢者の一人暮らしは増えています。

65歳以上の一人暮らし高齢者の増加は男女ともに顕著であり、昭和55年には

男性約19万人、女性約69万人、高齢者人口に占める割合は男性4.3％、

女性11.2％でしたが、令和2年には男性約243万人、女性約459万人、
高齢者人口に占める割合は男性15.5％、女性22.4％と大幅に

増えています。 （内閣府「令和２年版高齢社会白書」より）
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ⅡⅡ. 介介護護ととのの両両立立をを目目指指ししてて

介護

１１．．家家族族のの健健康康状状態態をを把把握握すするる

介護
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介護が必要になった場合の支援には、まず法令に基づく公的制度が

あります。
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２２．．仕仕事事とと介介護護のの両両立立支支援援制制度度をを知知るる

介護

※1 要介護状態にある対象家族とは、傷病、精神障害により２週間以上にわたり常時介護を要する状態にある

配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、兄弟姉妹、孫を指します。

※2 労使協定を結ぶことで、対象外とすることができる労働者があります。

※3 有期契約労働者の場合は、一定の要件を満たす必要があります。

※4 介護ができる一定の要件を満たす１６歳以上の同居の家族のいる労働者も対象外とされます。

制制  度度 概概  要要 制制度度のの対対象象者者 取取得得ででききるる日日数数・・回回数数 関関連連法法令令

介護休業
 ２週間以上の期間にわたり要介護状態
 にある対象家族を介護する場合に取得
 できる休業　※1

 日々雇用を除く
 労働者　※2 ※3

 対象家族１人につき通算９３日まで
 ３回まで分割が可能

育児介護
休業法
第２、

１１～１５条

介護休暇
 要介護状態にある対象家族の介護
 その他の世話のために、１日、半日又は
 時間単位で取得できる休暇　※1

 日々雇用を除く
 労働者　※2

 対象家族１人につき年５日まで
 ２人以上であれば年１０日まで

育児介護
休業法
第１６条

短縮時間
勤務制度

 要介護状態にある対象家族を介護する
 場合に請求すれば利用できる所定労働
 時間の短縮

 所定労働時間が８時間の場合は２時間
 以上、７時間以上の場合は１時間以上
 の短縮が望ましい  ※1

 日々雇用と１日
 の労働時間が
 ６時間以下の
 労働者を除く
 労働者　※2

 短縮時間勤務に代えて、
 フレックスタイム制度、始業終業時間
 の繰下げ繰上げ、介護サービスの
 費用の助成等を行うことも可能

 対象家族１人につき、利用開始の
 日から連続する３年以上の期間

育児介護
休業法
第２３条

所定時間外
労働の制限

 要介護状態にある対象家族を介護
 する場合に請求すれば利用できる
 所定労働時間を超える時間外労働
 の免除  ※1

 日々雇用を除く
 労働者　※2

 １回の請求につき、１か月以上
 １年以内の期間

 請求回数に制限なし

育児介護
休業法
第１６条

時間外労働
の制限

 要介護状態にある対象家族を介護する
 場合に請求すれば利用できる１か月２４
 時間１年１５０時間を超える時間外労働
 の免除  ※1

 日々雇用・
 入社１年未満・
 週所定労働日数
 が２日以下の
 労働者を除く
 労働者

 １回の請求につき、１か月以上
 １年以内の期間

 請求回数に制限なし

育児介護
休業法
第１８条

深夜業
の制限

 要介護状態にある対象家族を介護
 する場合に請求すれば利用できる
 深夜労働（午後１０時から午前５時
 まで）の免除　※1

 日々雇用・
 入社１年未満・
 週所定労働日数
 が２日以下の
 労働者を除く
 労働者  ※4

 １回の請求につき、１か月以上
 ６か月以内の期間

 請求回数に制限なし

育児介護
休業法
第２０条

介護
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介護休業給付金とは、傷病、精神障害により２週間以上にわたり

常時介護を要する状態にある配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、

兄弟姉妹、孫を介護するために休業した労働者に対して支給される

給付金です （雇用保険法第６１条）。

・ 介護のための未消化有給休暇積立て ・ 時間単位、半日単位の有給休暇
・ 時間短縮勤務 ・ フレックスタイム制度 ・ 在宅勤務制度
・ テレワークやサテライト勤務 ・ 介護費用支援

【企業が独自に導入している主な支援制度の事例】

公的な支援以外にも、会社で独自の支援制度を設けている場合があります。
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介護

介介護護でで休休業業ししたた場場合合のの賃賃金金のの減減収収分分をを補補うう

介介護護休休業業給給付付金金のの支支給給ももあありりまますす

○○支支給給対対象象者者

・ 雇用保険の被保険者で、介護休業開始日前２年間に、賃金支払い基礎日数が
１１日以上の月が１２か月以上ある者

・ 介護休業を開始する時点で、介護休業終了後に離職することが予定されている
者は対象になりません

・ 有期契約雇用者の場合は、休業開始時において同一の事業主の下で１年以上
雇用が継続しており、かつ、介護休業開始予定日から起算して９３日を経過する
日から６か月を経過する日までに、その労働契約が満了することが明らかでない
こと

○○支支給給額額
・・ 休業開始時賃金日額×支給日数（１か月単位）×６７％

  限度日数は９３日まで

・・ 介護休業期間中の１か月ごとに、休業開始前の１か月当たりの賃金の８割以上
の賃金が支払われていると給付金の対象となりません

・・ 介護休業を開始した日から３０日ごとに区切った各支給単位期間ごとに、実際
休んだ日が２０日以上なければなりません

※ 問合せ及び申込みは、原則職場を通じてハローワークまで

介護
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介護が必要となった高齢者とその家族を支えるために、介護サービスの

提供をする公的な介護保険について知っておきましょう。
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介護

３３．．介介護護保保険険制制度度をを知知るる

○○保保険険者者とと被被保保険険者者

介護保険は、市町村が保険者となって運営しています。
また、被保険者は、第１号被保険者と第２号被保険者に区分されています。

・ 第１号被保険者（対象者：６５歳以上）
介護や支援が必要と認められれば、その原因を問わず介護保険を利用することが

できます。
・ 第２号被保険者（対象者：４０～６４歳）
末期がんや脳血管疾患等の特定疾病が原因である場合に限られていますが、認定
を受けて介護保険を利用することができます。

○○介介護護保保険険料料
被保険者から徴収する保険料は、介護保険給付費の半額に相当し、残り半分は公費
（国、都道府県、市町村）により賄われています。
第１号被保険者の保険料は、市町村が徴収しており、原則として年金から天引きされ

ます。
一方、第２号被保険者の保険料は、医療保険の保険料と合わせて徴収されており、

会社員等の場合は給料から差し引かれます。

○○要要介介護護度度とと支支給給限限度度基基準準額額

介護保険制度では、状態に応じて要介護５～１、要支援２～１に区分され、それぞれの

区分に応じて介護サービスを利用できる支給限度基準額（月額）が定められています。

・ 要介護：寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態
・ 要支援：家事や身支度等の日常生活に支援を必要とする状態

○○自自己己負負担担額額とと高高額額介介護護ササーービビスス費費

介護サービスを利用する者は、支給限度基準額内（要介護５で月額362,170円）であれ
ば利用したサービス費の１割(一定以上の所得がある方は２割～３割）を負担すれば介護
サービスを利用できます。
また、ひと月の自己負担額が一定の額（世帯の所得により異なりますが一般的に世帯

合計で44,400円）を超えた場合に、その超えた額が払い戻される高額介護サービス費の
制度もあります。

介護
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介護保険で利用できるサービスは、大きく分けて
在宅サービスと施設サービスがあります。
要介護と要支援で利用できるサービスに違いがあります。
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介護

４４．．介介護護ササーービビススににつついいてて知知るる

○○在在宅宅ササーービビスス

自宅で利用する訪問介護（ホームヘルプサービス）や訪問看護、施設に通うデイサービ
ス、デイケア、短期間施設に入所するショートステイや福祉用具貸与や住宅改修費支給等
があります。
このほかに、自宅又は住み慣れた地域での生活が継続できるように、市町村単位で

提供される地地域域密密着着型型ササーービビススがあり、定期巡回・随時対応型の訪問介護や訪問
看護、小規模のデイサービスやショートステイ等を組み合わせたサービスです。

○○施施設設ササーービビスス

特別養護老人ホームと呼ばれている介護老人福祉施設、在宅復帰を目指したリハビリを
目的とした介護老人保健施設、入所して長期にわたり医療を受ける介護医療院等があり
ます。施設サービスを利用するためには、介護保険の自己負担額に加えて、家賃・食費・
光熱費等が必要となります。

要介護者の住み慣れた地域にある地地域域包包括括支支援援セセンンタターーには、社会福祉士、保
健師、主任ケアマネジャー等が配置されており、介護に関してその地域に適した身近
で専門的な相談をすることができます。 地域包括支援センターは、市区町村が管轄
する公的機関です。（問合せは末尾の介護の相談窓口のページ参照）

ケケアアママネネジジャャーー（（介介護護支支援援専専門門員員））は、介護保険の総合的なコーディネートやマ
ネージメントを行う専門職で、介護保険のケアプランを作成します。その作成段階で、
あなたの仕事と要介護者への介護の両立ができるようによく相談してみましょう。
特に在宅介護の場合は、ケアマネジャーとの付き合いが、あなた自身の仕事と

生活のサイクルにあった介護プランを立てていく鍵となります。

地地域域包包括括支支援援セセンンタターーややケケアアママネネジジャャーーにに相相談談ししててみみるる

介護
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仕事と介護の両立のためには、介護のための
「両立を支援する制度」と介護保険から受けられる
「介護サービス」をうまく組み合わせて、あなたの
仕事と生活のサイクルに合わせた両立環境を整備
することが大切です。

半半日日単単位位のの介介護護休休暇暇制制度度：： 施設や役所での手続に利用
フフレレッッククススタタイイムム制制度度：： 施設への送迎後に１１時から出勤に利用

通通所所介介護護（（介介護護保保険険））：：  週３回施設で入浴のサービスを利用
シショョーートトスステテイイ介介護護（（介介護護保保険険））：：  在宅介護が困難な時に利用
福福祉祉用用具具貸貸与与（（介介護護保保険険））：：  介護用ベッド、車イスのリースを利用

事事例例１１

事事例例２２

介介護護休休業業：： 施設探しや介護準備に１か月休みを利用
勤勤務務時時間間短短縮縮制制度度：： 週２回施設に寄るために午前中短縮制度

を利用

特特定定施施設設入入居居者者生生活活介介護護（（介介護護保保険険））：：
有料老人ホームに入居し、生活関連の介護サービスを利用

介介護護休休暇暇：： 月１回医療機関に通い、要介護者の病状を相談
時時間間外外労労働働のの免免除除：： 介護のため出来なかった家事に使用

通通所所介介護護（（介介護護保保険険））：： 週３回通所して、リハビリと入浴介助を
受ける

シショョーートトスステテイイ（（介介護護保保険険））：： 介護者本人が多忙な時に利用

事事例例３３

時時差差出出勤勤制制度度：： 施設への送迎のための１６時退社に利用
半半日日単単位位のの有有給給休休暇暇：： 要介護者の体調が悪い時に利用

小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護（（介介護護保保険険））：：
通い・訪問・泊まりなどを組み合わせて利用

事事例例４４
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介護

５５．．就就労労継継続続ののたためめのの両両立立環環境境のの整整備備をを考考ええるる

支援制度

介護サービス

支援制度

介護サービス

支援制度

介護サービス

支援制度

介護サービス

介護
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成年後見制度には、法法定定後後見見制制度度と任任意意後後見見制制度度の２つがあります。

また、法定後見には、後後見見・・保保佐佐・・補補助助の３つの類型があり、本人の

判断能力に応じて家庭裁判所が決定します。

申立ては、居住地の家庭裁判所になりますが、市区町村の窓口や地域
包括支援センターでも相談できます。
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介護

６６．．成成年年後後見見制制度度をを知知るる

家族信託は財産管理の手段で、老後の生活資金の管理や介護等に必要な資金

の支出に備えて、高齢者など（委託者）が保有する預貯金や不動産などの資産を

信信頼頼ででききるる身身内内（（受受託託者者））にに託託しし、、その管理や処分を任せる信信託託契契約約です。

これは高齢者などが元気なうちに信託契約を結び、本人が判断能力を喪失した後

で、財産管理を受託者に任せるものです。

成年後見制度に比べて柔軟な財産管理ができ、毎月の報酬も発生しませんが、

後見人や家庭裁判所等のチェック機能が働かないので、委委託託者者とと受受託託者者のの間間にに

ししっっかかりりととししたた信信頼頼関関係係がない場合は、財産保護の面でリスクが発生します。

家族信託の制度はいまだ一般に理解が広まっていないので、家族信託に対して

豊富な知識や経験のある専門家（弁護士や司法書士など）に相談することが賢明

です。

親や配偶者の認知症が進み、金銭管理ができなくなったり、騙されて

不当な契約をさせられたりするおそれがある場合は、成年後見制度の

利用を考えましょう。

制制  度度 類類  型型 判判断断能能力力 援援助助者者

後　見 判断能力が全くない 成年後見人

保　佐 著しく不十分 保佐人

補　助 不十分 補助人

任意後見制度
　　本人の判断能力が不十分になった時に、あらかじめ結んでおいた任意後見契約に
　したがって、任意後見人が援助する制度ですが、同意見・取消権による支援はあり
　ません。

法定後見制度

「「家家族族信信託託」」もも考考慮慮ししててみみるる

介護



Page 25

Page 25

子育て

仕仕事事とと子子育育ててのの相相談談窓窓口口をを知知るる①①

仕仕事事とと子子育育ててのの両両立立支支援援ににつついいててのの電電話話相相談談はは

  埼埼玉玉県県仕仕事事とと生生活活のの両両立立支支援援相相談談窓窓口口　　 004488--883300--44551155  〒〒333300--99330011  ささいいたたまま市市浦浦和和区区高高砂砂３３－－１１５５－－１１
  埼埼玉玉県県庁庁本本庁庁舎舎５５階階　　雇雇用用労労働働課課内内

電電話話相相談談はは毎毎週週月月・・水水・・金金のの９９時時かからら１１６６時時３３００分分ままでで

子子どどもも子子育育てて支支援援事事業業のの情情報報ににつついいててはは

  埼埼玉玉県県ののホホーームムペペーージジにに詳詳細細がが載載っってていいまますす
→→ hhttttppss::////wwwwww..pprreeff..ssaaiittaammaa..llgg..jjpp//kkeennkkoo//jjiiddooffuukkuusshhii//kkoossooddaatteesshhiieenn//iinnddeexx..hhttmmll

  埼埼玉玉県県結結婚婚・・妊妊娠娠・・出出産産・・子子育育てて応応援援公公式式ササイイトトにに詳詳細細がが載載っってていいまますす
→→ hhttttppss::////wwwwww..ssaaiittaammaa--ssuuppppoorrtt..jjpp//nnaavv//338811--22//115544--22

  出出産産手手当当金金、、出出産産育育児児一一時時金金ににつついいててはは

  全全国国健健康康保保険険協協会会埼埼玉玉支支部部業業務務ググルルーーププ　　004488--665588--55991199　　〒〒333300--88668866  ささいいたたまま市市大大宮宮区区錦錦町町６６８８２２－－２２  大大宮宮情情報報文文化化セセンンタターー内内

※※ ままたたはは、、出出産産当当時時使使用用ししてていいたた保保険険証証のの発発行行元元（（健健康康保保険険組組合合等等のの保保険険者者））ににおお問問いい合合わわせせくくだだささいい。。

  産産前前産産後後休休業業期期間間中中おおよよびび育育児児休休業業期期間間中中のの社社会会保保険険（（健健康康保保険険・・厚厚生生年年金金））料料のの負負担担免免除除ににつついいててはは

  浦浦和和年年金金事事務務所所　　 004488--883311--11663388 　　〒〒333300--88558800    ささいいたたまま市市浦浦和和区区北北浦浦和和５５－－５５－－１１　　

  大大宮宮年年金金事事務務所所　　 004488--665522--33339999 　　〒〒333311--99557777    ささいいたたまま市市北北区区宮宮原原町町４４－－１１９９－－９９

  春春日日部部年年金金事事務務所所　　 004488--773377--77111122 　　〒〒334444--88556611    春春日日部部市市中中央央１１－－５５２２－－１１　　春春日日部部セセンントトララルルビビルル内内

  川川越越年年金金事事務務所所　　 004499--224422--22665577 　　〒〒335500--11119966　　川川越越市市脇脇田田本本町町88－－１１　　UU__PPLLAACCEE５５階階

  熊熊谷谷年年金金事事務務所所　　 004488--552222--55001122 　　〒〒336600--88558855　　熊熊谷谷市市桜桜木木町町１１－－９９３３

  越越谷谷年年金金事事務務所所　　 004488--996600--11119900 　　〒〒334433--88558855　　越越谷谷市市弥弥生生町町１１６６－－１１　　越越谷谷ツツイインンシシテティィBBシシテティィ内内

  秩秩父父年年金金事事務務所所　　   00449944--2277--66556600　　　　〒〒336688--88558855　　秩秩父父市市上上野野町町１１３３－－２２８８

  所所沢沢年年金金事事務務所所　　 0044--22999988--00117700 　　〒〒335599--88550055      所所沢沢市市上上安安松松１１１１５５２２－－１１

フファァミミリリーーササポポーートトセセンンタターーのの所所在在地地ににつついいててはは

  埼埼玉玉県県ののホホーームムペペーージジにに各各市市町町村村別別のの一一覧覧がが出出てていいまますす
→→ hhttttppss::////wwwwww..pprreeff..ssaaiittaammaa..llgg..jjpp//aa00660077//ffaammiissaappoo..hhttmmll

児児童童相相談談所所ににつついいててはは

  埼埼玉玉県県ののホホーームムペペーージジにに管管轄轄区区域域別別一一覧覧がが出出てていいまますす
→→ hhttttpp::////wwwwww..pprreeff..ssaaiittaammaa..llgg..jjpp//aa00660088//jjiissoouu--aannnnaaii..hhttmmll

子育て

 仕事と子育ての両立支援についての電話相談は

  埼玉県仕事と生活の両立支援相談窓口　　　048-830-4515　　　〒 330-9301  　さいたま市浦和区高砂 3-15-1
 　埼玉県庁本庁舎 5 階　

　 電話相談は毎週月・水・金の 9 時から 16 時 30 分まで

  子ども子育て支援事業の情報については

埼玉県のホームページに詳細が載っています 
 →　https://www.pref.saitama.lg.jp/kenko/jidofukushi/kosodateshien/index.html

 埼玉県結婚・妊娠・出産・子育て応援公式サイトに詳細が載っています 
 →　https://www.saitama-support.jp/nav/381-2/154-2

  出産手当金、出産育児一時金については

 全国健康保険協会埼玉支部業務グループ　048-658-5919 〒 330-8686 さいたま市大宮区錦町 682-2
 大宮情報文化センター内

※ または、出産当時使用していた保険証の発行元（健康保険組合等の保険者）にお問い合わせください。

 産前産後休業期間中および育児休業期間中の社会保険（健康保険・厚生年金）料の負担免除については

 浦和年金事務所        048-831-1638 〒 330-8580 さいたま市浦和区北浦和 5-5-1

 大宮年金事務所        048-652-3399 〒 331-9577 さいたま市北区宮原町 4-19-9

 春日部年金事務所　  048-737-7112 〒 344-8561  春日部市中央 1-52-1　春日部セントラルビル内

 川越年金事務所        049-242-2657 〒 350-1196  川越市脇田本町 8-1　U_PLACE5 階

 熊谷年金事務所        048-522-5012 〒 360-8585  熊谷市桜木町 1-93

 越谷年金事務所        048-960-1190 〒 343-8585  越谷市弥生町 16-1　越谷ツインシティ B シティ内

 秩父年金事務所        0494-27-6560 〒 368-8585  秩父市上野町 13-28

 所沢年金事務所        04-2998-0170 〒 359-8505  所沢市上安松 1152-1

  ファミリーサポートセンターの所在地については

埼玉県のホームページに各市町村別の一覧が出ています 
 →　https://www.pref.saitama.lg.jp/a0607/famisapo.html

  児童相談所については

埼玉県のホームページに管轄区域別一覧が出ています 
 →　http://www.pref.saitama.lg.jp/a0608/jisou-annai.html



Page 25 Page 26

Page 26

子育て

仕仕事事とと子子育育ててのの相相談談窓窓口口をを知知るる②②

  埼埼玉玉県県内内ののママザザーーズズハハロローーワワーーククややママザザーーズズココーーナナーーににつついいててはは

ハハロローーワワーークク浦浦和和ママザザーーズズココーーナナーー 004488--882266--55004499

ママザザーーズズハハロローーワワーークク大大宮宮 004488--885566--99550000

ハハロローーワワーークク川川口口ママザザーーズズココーーナナーー 004488--225511--22990011

ハハロローーワワーークク熊熊谷谷ママザザーーズズココーーナナーー 004488--552222--55665566

ハハロローーワワーークク所所沢沢ママザザーーズズココーーナナーー 0044--22999933--55333344

ハハロローーワワーークク川川越越ママザザーーズズココーーナナーー 004499--224422--00119977

ハハロローーワワーークク越越谷谷ママザザーーズズココーーナナーー 004488--996699--88660099

    〒〒333366--00002277    ささいいたたまま市市南南区区沼沼影影１１－－１１００－－１１  ララムムザザタタワワーー３３階階

    〒〒333300--00885544    ささいいたたまま市市大大宮宮区区桜桜木木町町１１－－９９－－４４      エエククセセレレンントト大大宮宮ビビルル４４階階  

  〒〒333322--00003311    川川口口市市青青木木３３－－２２－－７７

    〒〒336600--00001144      熊熊谷谷市市箱箱田田５５－－６６－－２２

  〒〒335599--00004422　　所所沢沢市市並並木木２２－－４４－－１１  航航空空公公園園駅駅ビビルル２２階階

　　〒〒335500--11111188　　川川越越市市豊豊田田本本１１－－１１９９－－８８  ((川川越越合合同同庁庁舎舎))

　　〒〒334433--00002233　　越越谷谷市市東東越越谷谷１１－－５５－－６６--773377--

母母子子・・父父子子家家庭庭のの相相談談ににつついいててはは

  東東部部中中央央母母子子・・父父子子福福祉祉セセンンタターー  004488--773377--22113399   〒〒334444--00003388　　春春日日部部市市大大沼沼１１－－７７６６　　東東部部中中央央福福祉祉事事務務所所内内

  西西部部母母子子・・父父子子福福祉祉セセンンタターー　　 004499--228833--77999911   〒〒335500--00221122　　坂坂戸戸市市石石井井２２３３２２７７－－１１　　西西部部福福祉祉事事務務所所内内

  北北部部母母子子・・父父子子福福祉祉セセンンタターー　　   00449955--2222--00110044      〒〒336677--00004477　　本本庄庄市市前前原原１１－－８８－－１１２２　　北北部部福福祉祉事事務務所所内内

  秩秩父父母母子子・・父父子子福福祉祉セセンンタターー　　   00449944--2222--66223377      〒〒336688--00002255　　秩秩父父市市桜桜木木町町８８－－１１８８　　秩秩父父福福祉祉事事務務所所内内

育育児児･･介介護護休休業業法法、、一一般般事事業業主主行行動動計計画画（（次次世世代代育育成成支支援援対対策策推推進進法法））、、男男女女雇雇用用機機会会均均等等法法ににつついいててはは

  埼埼玉玉労労働働局局雇雇用用環環境境・・均均等等室室　　 004488--660000--66221100   〒〒333300--66001166　　ささいいたたまま市市中中央央区区新新都都心心１１１１－－２２  ラランンドド・・アアククシシスス・・タタワワーー内内

労労働働問問題題全全般般ににつついいててのの問問いい合合わわせせやや労労働働相相談談はは

  （（県県のの相相談談窓窓口口））

  埼埼玉玉県県労労働働相相談談セセンンタターー　　  004488--883300--44552222   〒〒333300--99330011　　ささいいたたまま市市浦浦和和区区高高砂砂３３－－１１５５－－１１  県県庁庁第第２２庁庁舎舎１１階階

  （（国国のの相相談談窓窓口口））

  埼埼玉玉労労働働局局総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 004488--660000--66226622   〒〒333300--66001166　　ささいいたたまま市市中中央央区区新新都都心心１１１１－－２２  ラランンドド・・アアククシシスス・・タタワワーー内内

  ささいいたたまま総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 004488--661144--99997777   〒〒333300--66001144　　ささいいたたまま市市中中央央区区新新都都心心１１１１－－２２  ささいいたたまま労労働働基基準準監監督督署署内内

  川川口口総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 004488--449988--66664488   〒〒333322--00001155　　川川口口市市川川口口２２－－１１００－－２２  川川口口労労働働基基準準監監督督署署内内

  熊熊谷谷総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 004488--553333--33661111   〒〒336600--00885566　　熊熊谷谷市市別別府府５５－－９９５５  熊熊谷谷労労働働基基準準監監督督署署内内

  川川越越総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー  004499--221100--99333344 　　  〒〒335500--11111188　　川川越越市市豊豊田田本本１１－－１１９９－－８８  川川越越労労働働基基準準監監督督署署内内

  春春日日部部総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 004488--661144--99996688 　　〒〒334444--88550066　　春春日日部部市市南南３３－－１１００－－１１３３  春春日日部部労労働働基基準準監監督督署署内内

  所所沢沢総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　 0044--22000033--66996677   〒〒335599--00004422　　所所沢沢市市並並木木６６－－１１－－３３  所所沢沢労労働働基基準準監監督督署署内内

  行行田田総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー  004488--555566--44119955     〒〒336611--88550044　　行行田田市市桜桜町町２２－－６６－－１１４４  行行田田労労働働基基準準監監督督署署内内

  秩秩父父総総合合労労働働相相談談ココーーナナーー　　   00449944--2222--33772255      〒〒336688--00002244　　秩秩父父市市上上宮宮地地町町２２３３－－２２４４  秩秩父父労労働働基基準準監監督督署署内内

子育て

 埼玉県内のマザーズハローワークやマザーズコーナーについては

 ハローワーク浦和マザーズコーナー  048-826-5049 〒 336-0027 さいたま市南区沼影 1-10-1 ラムザタワー 3 階

 マザーズハローワーク大宮  048-856-9500 〒 330-0854 さいたま市大宮区桜木町 1-9-4   エクセレント
大宮ビル 4 階

 ハローワーク川口マザーズコーナー  048-251-2901 〒 332-0031  川口市青木 3-2-7

 ハローワーク熊谷マザーズコーナー  048-522-5656 〒 360-0014  熊谷市箱田 5-6-2

 ハローワーク所沢マザーズコーナー  04-2993-5334 〒 359-0042  所沢市並木 2-4-1 航空公園駅ビル 2 階

 ハローワーク川越マザーズコーナー  049-242-0197 〒 350-1118  川越市豊田本 1-19-8 ( 川越合同庁舎 )

 ハローワーク越谷マザーズコーナー  048-969-8609 〒 343-0023  越谷市東越谷 1-5-6

 母子・父子家庭の相談については

 東部中央母子・父子福祉センター  048-737-2139 〒 344-0038  春日部市大沼 1-76　東部中央福祉事務所内

 西部母子・父子福祉センター  049-283-7991 〒 350-0212  坂戸市石井 2327-1　西部福祉事務所内

 北部母子・父子福祉センター　  0495-22-0104 〒 367-0047  本庄市前原 1-8-12　北部福祉事務所内

 秩父母子・父子福祉センター  0494-22-6237 〒 368-0025  秩父市桜木町 8-18　秩父福祉事務所内

 育児 ･ 介護休業法、一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）、男女雇用機会均等法については

 埼玉労働局雇用環境・均等室 048-600-6210 〒 330-6016 さいたま市中央区新都心 11-2 
ランド・アクシス・タワー内

 労働問題全般についての問い合わせや労働相談は

 （県の相談窓口）
 埼玉県労働相談センター  048-830-4522 〒 330-9301 さいたま市浦和区高砂 3-15-1 県庁第 2 庁舎 1 階

 （国の相談窓口）
 埼玉労働局総合労働相談コーナー  048-600-6262 〒 330-6016 さいたま市中央区新都心 11-2 

ランド・アクシス・タワー内 

 さいたま総合労働相談コーナー  048-614-9977 〒 330-6014 さいたま市中央区新都心 11-2 
さいたま労働基準監督署内

 川口総合労働相談コーナー  048-498-6648 〒 332-0015  川口市川口 2-10-2 川口労働基準監督署内

 熊谷総合労働相談コーナー  048-533-3611 〒 360-0856  熊谷市別府 5-95 熊谷労働基準監督署内

 川越総合労働相談コーナー  049-210-9334 〒 350-1118  川越市豊田本 1-19-8 川越労働基準監督署内

 春日部総合労働相談コーナー  048-614-9968 〒 344-8506  春日部市南 3-10-13 春日部労働基準監督署内

 所沢総合労働相談コーナー  04-2003-6967 〒 359-0042  所沢市並木 6-1-3 所沢労働基準監督署内

 行田総合労働相談コーナー  048-556-4195 〒 361-8504  行田市桜町 2-6-14 行田労働基準監督署内

 秩父総合労働相談コーナー  0494-22-3725 〒 368-0024  秩父市上宮地町 23-24 秩父労働基準監督署内
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〒３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３－１５－１

電話 ０４８－８３０－４５１５

介護

仕仕事事とと介介護護のの相相談談窓窓口口をを知知るる

平成３１年２月 発行

令和 ２年３月 改訂

令和 ３年３月 改訂

地地域域包包括括
支支援援セセンンタターー

　　 高齢者についての総合的な介護相談窓口であり、
 市町村が設置し、　介護の予防に向けての相談、
 介護サービスについての各種相談、成年後見制度、
 高齢者虐待についての相談等に対応する

埼玉県ホームページから県内の
施設一覧が確認できる

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0609/houkatsu.html

ワワムムネネッットト
WWAAMMNNEETT

介介護護地地域域窓窓口口

 　 独立行政法人福祉医療機構が運営する福祉・保健・
 医療の総合情報サイトで、介護の項目から地域窓口に
 入ると埼玉県内各市町村の介護窓口が案内される

埼玉県を指定して検索することで、県内各市町村の
相談窓口一覧が出るので、担当部所をあたってみる

http://www.wam.go.jp/content/wamnet/
pcpub/kaigo/madoguchi/

介介護護休休業業給給付付金金
    介護休業給付金の内容及び支給申請手続きに
 ついて案内されている

ハローワークで申請する介護休業給付金についての
情報が確認できる

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000655514.pdf

ささいいたたまま
介介護護ネネッットト

    埼玉県の介護保険関係の利用者や介護事業者等
 について総合的に情報が提供される

埼玉県ホームページから県内の
介護関連情報が確認できる

http://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/kaigo-net/index.html

介介護護ササーービビスス
情情報報公公表表
シシスステテムム

　　介護関連事業所のサービス内容などの詳細情報を
 検索・閲覧できる

厚生労働省の介護事業所・生活関連情報検索の
ホームページから確認できる

http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/11/index.php

【【特特養養・・老老健健】】
空空床床・・入入所所待待ちち

情情報報提提供供
シシスステテムム

    県内の特別養護老人ホーム、介護老人保健施設の
 協力により、施設ごとの空床数、入所待ち等についての
 情報が提供される

埼玉県ホームページから確認できる
http://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/koreisya-nyukyo/2-

jyouhouteikyou22.html

埼埼玉玉労労働働局局
雇雇用用環環境境・・

均均等等室室

    育児・介護休業法等についての全般的な問い合わせ
 に応じる

さいたま市中央区新都心１１－２
ランド・アクシス・タワー１６階

TEL 048-600-6210

埼埼玉玉県県労労働働相相談談
セセンンタターー

 労働問題全般についての問い合わせや相談に応じる
さいたま市浦和区高砂３－１５－１

埼玉県庁第２庁舎１階
TEL 048-830-4522

埼埼玉玉県県
仕仕事事とと生生活活のの

両両立立支支援援
相相談談窓窓口口

    介護・子育て・病気治療などで仕事の継続にお悩みの
 方からの相談に応じる

 電話相談は毎週月・水・金の９時から１６時３０分まで

さいたま市浦和区高砂３－１５－１
埼玉県庁本庁舎５階　

TEL 048-830-4515

埼埼玉玉県県
社社会会福福祉祉協協議議会会

    介護すまいる館の運営や認知症高齢者の相談等を
 行っている

さいたま市浦和区針ヶ谷４－２－６５
彩の国すこやかプラザ内

TEL 048-822-1191

埼玉県 両立支援

介護


